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はじめに 
2019 年 9 月現在において我が国の 65 歳以上の高齢者人口は、3588 万人となっている。
高齢化率にして 28.4％、前年に比べ 0.3 ポイントの上昇となっている。我が国は歴史上類を
みない「超高齢化社会」に突入している。これにともない、認知症高齢者も増加し、我々に
とって身近な病気となり、様々な生活課題が明らかになっている。内閣府によると 2012 年
































2. 2019 年度の活動実績 
 2019 年度の事業は下記の通りである。 
① 講演会「認知症と介護離職の防止について―介護離職についていま企業が取るべき
対策とは―」 
日時：2019 年 7 月 10 日（水） 
会場：姫路商工会議所 

















日時：2019 年 9 月 21 日（土） 
会場：姫路駅前にぎわい広場・姫路城前 
・認知症啓発チラシ、テッシュ、サイリュームの配布 
・家族会とともに認知症啓発ウォーキング 
・駅前にぎわい広場ステージにて啓発イベント 
・駅前にぎわい広場にて市内高校吹奏楽部による演奏 
・駅前にぎわい広場に認知症に関する相談ブースの設置 
 
 
 
 
 
3. ひめじおれんぢプロジェクトの特徴 
 当プロジェクトの特徴について以下の３点をあげておきたい。 
１）民間団体による独自事業 
 他の市町村で実施されている同様の活動やライトアップ事業の多くが行政、あるいはそ
の委託機関が人件費、事業展開に関わる諸費用を公的資金で賄い、不足分や公的資金の用途
として不適切と判断されるものについては寄付等によって補うことが多い。 
当プロジェクトの運営協議会に公的機関は加わっていない。公的資金も投入されておら
ず、完全な民間団体の自主事業である。よって、財源は一般市民の寄付と地元企業の協賛金
によって賄われている。 
２）運営に地元企業が参画 
同様の活動やライトアップに関する運営スタッフは、行政職員や行政より事業委託を受
けている地域包括支援センターのスタッフ、このイベントの趣旨に賛同する家族会や医療
福祉関係団体やボランティアが担っていることが多い。 
当協議会の運営スタッフにも家族会、自治会、医療福祉関係団体が参画している。これに
加え、認知症高齢者が利用することが多いと想定されるバス会社、地元信用金庫が実行委員
に参画している。さらにイベントには地元の高等学校、専門学校、大学、生命保険会社等が
参画している。資金提供だけでなく、実行委員として企業幹部が会議に出席し、イベントの
企画・運営にも参画することは、認知症高齢者にとって住みやすい地域づくりの当事者とし
ての意識を持つことにもつながっていると考えられる。 
３）世界文化遺産を絡めた啓発活動 
ライトアップ対象として、世界文化遺産姫路城が存在しているという環境は有益な資源
となったといえる。日本で知名度も高い姫路城が対象となることでマスコミ各社が取り上
げ、ライトアップによる啓発効果は大きなものとなっている。活動側としても当初は「世界
文化遺産、国宝クラスの建築物を民間団体でライトアップできるものなのか」との不安があ
る一方で、家族会からは「世界文化遺産を自分たちの活動でオレンジ色にライトアップでき
たなら、家族会全体として気持ちが高まる」という言葉が聞かれた。 
4. まとめ 
 今後、全国で増加することが確実視される認知症高齢者の支援は地域の大きな課題とい
える。認知症高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活が営めるように、地域住民の一人一
人が当事者意識をもって地域づくりに取り組むきっかけ作りが必要といえる。 
 地域住民が当事者意識をもつ取り組みの一つに、トップダウンからボトムアップの取り
組みが有効であると考える。当協議会のように行政機関が運営に一切介入せずに事業展開
される過程では、事業展開に柔軟性を持たせることができ、予算の用途についても制限を受
けることがない。よって、税金の使い道としての是非ではなく、認知症ケア啓発に有益かど
うかで予算の使い道が判断されることになる。 
 また、地域づくりは、医療福祉関係者の特化した取り組みではない。その現れとして、全
国で展開されている認知症サポーター養成講座は、銀行や郵便局、スーパー、教育機関など
で開催されている。つまり、認知症ケア啓発と地域づくりは、その地域に住む市民によって
展開されることが有益といえるであろう。 
 
 
 
 
